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昨年は、震災とそれに続く電力不足

で、多くの企業でBCP（事業継続性）

の再構築という動きがみられました。

企業活動の重要な部分を情報システム

が担っており、コンピュータが稼働で

きなければ企業活動が停止してしまい

ます。そこで震災後、クラウド・コン

ピューティングに注目が集まりました。

クラウドを検討していても、なかなか

踏み出せないでいた企業がBCPの一

環として本格的に取り組み始めたので

す。

プラネットは昨年1月に一部のサ

ービスをクラウドに移行し、8月には、

クラウドへ完全移行しました。東京と

大阪のデータセンターにシステムを置

き、完全同期化して万が一の災害時に

も安定稼働を可能にしています。そし

てクラウド化したことでハードの調達

コストを大幅に削減でき、EDIサービ

スの利用料金引き下げも実現できたわ

けです。

情報システムの重要性は、昨今のイ

ンターネット販売の増加にも表れてい

ます。インターネットが販売チャネル

のひとつとして加わってから久しいで

すが、社団法人流通問題研究協会の調

査によると、日用品の購入先でもドラ

ッグストア、スーパー、ホームセンタ

ーに次いで4位にランクされています。

インターネット利用の購買はます

ます利便性を高めています。日用品は

10万アイテムあると言われています

が、それら全てを品揃えできるリアル

店舗はありません。しかしインターネ

ット上ではそれが可能です。消費者は、

膨大な商品の中から、欲しい品物を検

索して、インターネット上で購入する

ことができます。

ネットスーパーについても、当初

はスーパーの開店時間に買い物ができ

ない顧客層が中心になると思われてい

ましたが、現実にはそうではない一般

の消費者も数多く利用しているのです。

例えば雨が降るとネットスーパーの売

上が伸びる、というのはその証拠です。

一方、ネットスーパーの運営には工

夫が必要です。どうしても人件費がか

かるビジネスモデルなので、Amazon

のように物流センターを集約すること

がコスト抑制には必要であり、そうし

た手法を採用するスーパーも出てきま

した。これからもインターネットを使

った流通モデルは多様化するでしょう。

情報を使う側も、
リテラシーを持つことが重要

プラネットが消費財流通に携わる

メーカー、卸売業、小売業を対象に提

供している会員制Ｗｅｂサービス「バ

イヤーズネット」も利用者が堅調に伸

びており、昨年半ばに会員数が2万名

を突破しました。これもインターネッ

トの利便性を活用している事例です。

我々の課題はこの「バイヤーズネット」

のコンテンツをさらに充実させていく

ことだと考えています。それとともに

スマートフォンをはじめとしたモバイ

ル端末への対応も順次拡充していきま

す。

また、現在は“バイヤー”や仕入先

の営業担当者など、消費財流通に携わ

るプロを対象としたBtoBのサービス

として提供していますが、今後は、消

費者にとっても有益な商品情報を充実

させてBtoCにも展開することも視野

に入れていきます。多様化する日用雑

貨品の情報を総合的に提供するポータ

ルとして、SNSの要素も取り入れて

活性化していきたいと思います。

林周二氏が「流通革命」を提唱して

から今年は50年になります。半世紀

前の世情と現在の状況は大きく異なり

ます。それを織り込んで考える必要が

ありますが、実際には「卸は不要」に

はならず、むしろその存在感は高まっ

ています。また小売りの「寡占化」も

商品の「規格化・均一化」も現在の多

様性の中に飲みこまれてしまいました。

今日の流通業に重要なのは、この多様

性に対応することであり、大企業だけ

でなく中堅・中小・零細企業にもチャ

ンスがあります。もちろんインターネ

ットビジネスもその迅速性や効率性か

ら対応能力は高く、発展していくこと

は確実でしょう。多様性に対応するた

めにはITは不可欠であり、そのリテ

ラシーを高めることは競争力の源泉に

なっていくのではないでしょうか。

市場の多様性とそれに
対応するITがさらに重要に
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